
入札公告

(超簡易型総合評価落札方式：事後審査方式)(入札説明書を兼ねる)

補助公共 道路メンテナンス事業（橋梁）上毛大橋補修工事（その16）に係る一般競争入札を超簡易
型総合評価落札方式により行うので、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号｡以下｢自治令｣という｡)第
167条の６第１項の規定により公告します。

本件は､自治令第167条の５の２第１項の規定により一般競争入札に参加する者に必要な資格(以下｢入
札参加資格｣という｡)を定めるとともに、入札参加資格の審査を開札後に行うものです。

また､フレックス工期による契約方式の実施対象工事であるので､落札者は工事開始期限日以前の任意
の日を契約工期の始期日、契約工期の始期日から工事完成期限日までの間の任意の日を契約工期の終期
日に設定し、契約工期とすることができる。

令和８年７月２１日

群馬県

契約担当者　群馬県前橋土木事務所長　鈴木　修

記

１　担当部局

(１)電子入札の執行に関すること

〒３７１－００５１　前橋市上細井町２１４２－１

群馬県前橋土木事務所総務係　　電話０２７－２３４－４２２４

(２)事務的事項及び技術的事項に関すること

〒３７１－００５１　前橋市上細井町２１４２－１

群馬県前橋土木事務所

　総務係（事務的事項）　電話０２７－２３４－４２２４

　工務第一係（技術的事項）　電話０２７－２３４－４２１２

２　工事の内容

(１)工事名

補助公共　道路メンテナンス事業（橋梁）上毛大橋補修工事（その16）

(２)工事場所

一般県道南新井前橋線　前橋市総社町桜が丘　地内

(３)工事概要

補強炭素繊維【第5径間】(5-1-1)吉岡側
　下地ｹﾚﾝ工　A=158.2m2
　炭素繊維ｼｰﾄ接着工　A=279.3m2
　ｱﾝｶｰ工(Type①b～⑥b) N=250本
　　　　(Type①b PC定着部) N=76本
　足場 A=178.7掛m2

(４)工事詳細

別冊図面及び仕様書のとおり

(５)工期

工事開始期限日　令和８年１１月１８日（水）　～　完成期限日　令和９年３月３１日（水）

３　入札参加形態



単体による参加

４　入札参加資格

この公告の日から開札の日までの期間において、次に掲げる要件をすべて満たす者であること。

(１)自治令第167条の４第１項に規定する契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない
者でないこと。

(２)群馬県財務規則第170条第２項に規定する入札の参加制限を受けていない者であること｡

(３)群馬県建設工事請負業者等指名停止措置要綱第２条第２項に規定する指名停止を受けていない者
であること。

　なお､(２)及び(３)において営業の譲渡を受けた者は､営業を譲渡した者が入札参加制限又は指名停
止措置等を受けているときは､それらの措置を引き継ぐ。

(４)群馬県建設工事請負業者選定要領(以下｢選定要領｣という｡)第10条第１項に規定する建設工事入札
参加資格者名簿(以下｢資格者名簿｣という｡)に登載された者であること。

(５)健康保険法(大正11年法律第70号)第48条、厚生年金保険法(昭和29年法律第115号)第27条及び雇用
保険法(昭和49年法律第116号)第７条の規定による届出の義務を履行している者であること｡(当該届出
の義務がない者を除く｡)

(６)会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更正手続開始の申立てを行っている者又は民事再生法
(平成11年法律第225号)に基づき再生手続開始の申立てを行っている者にあっては、手続開始決定後に
資格者名簿に登載された者であること。

(７)この工事に係る設計業務等の受託者でないこと又は当該受託者と資本関係又は人的関係がない者
であること。

(８)この入札に参加する者が次に掲げる要件のいずれにも該当しないこと。なお、辞退者を決めるた
めに当事者間で連絡を取ることは、群馬県競争入札心得第７条第１項に抵触しない。

①資本関係

ア　親会社(会社法施行規則第３条第３項の規定による親会社をいう｡以下同じ｡)と子会社(会社法
施行規則第３条第３項の規定による子会社をいう｡以下同じ｡)の関係にあること｡(子会社又は子会
社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更正会社(以下｢更生会社｣という｡)又は民事再生法
第２条第４号に規定する再生手続(以下｢再生手続｣という｡)が継続中である会社を除く｡以下同じ｡)

イ　親会社が同じであり、双方が子会社の関係にあること。

②人的関係

ア　一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げる
者をいう。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合。ただし、会社の一方が更生会社また
は再生手続が存続中の会社である場合は除く。

(ｱ)株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。

・会社法第２条第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役

・会社法第２条第１２号に規定する指名委員会等設置会社における取締役

・会社法第２条第１５号に規定する社外取締役

・会社法第３４８条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこと
とされている取締役

(ｲ)会社法第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役

(ｳ)会社法第５７５条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の
社員（同法第５９０条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこと
とされている社員を除く。）

(ｴ)組合の理事

(ｵ)その他業務を執行する者であって、（ア）から（エ）までに掲げる者に準ずる者

イ　一方の会社の役員が他方の会社の会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64条第２項の規定
により専任された管財人を現に兼ねていること。



③その他入札の適正さが阻害されると認められるとき。

①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められるとき。

(９)群馬県の令和８・９年度建設工事入札参加資格者名簿における土木一式工事の総合数値が１００
０点以上の者であること。

 (10)建設業法に基づく土木一式工事について、特定建設業の許可を受けている者であること。

 (11)この公告の工事と同種の工事であるを群馬県内で施工した実績を有する者であること。ただし、
 次に掲げる要件のいずれかを満たすこと。

 ア　元請として施工し、明治３３年１月０日から明治３３年１月０日までに完成引渡しを完了して
 いること。

 イ　共同企業体の構成員にあっては、出資比率が20％以上のものに限る。

 ウ　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第２条第２項に規定する国、特殊法人等
 又は地方公共団体が発注した建設工事であること。

 エ　国、特殊法人等又は地方公共団体が事業主体となって委託発注した工事であること。

 オ　地方公共団体が設立した地方道路公社が発注した工事又は委託発注した工事であること。

(12)この公告の工事に対応する許可業種に係る監理技術者又は主任技術者を工事期間中に専任で配置
できること｡ただし次に掲げる要件を満たすこと。

 ア　一級土木施工管理技士の資格を有する者であること。

イ　監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であるこ
と。

ウ　入札参加資格の確認申請前において、３か月以上継続して雇用している者であること。

 エ　明治３３年１月０日から明治３３年１月０日までに完成引渡しを完了した、この公告の工事と
 同種の工事であるの経験を有する者であること。

(13)前橋土木事務所管内に、建設業法に基づき設置された本店があること。

５　設計業務等の受託者

(１)この公告における｢この工事に係る設計業務等の受託者｣とは、次に掲げる者である。

中央コンサルタンツ（株）

(２)この公告における｢当該受託者と資本関係又は人的関係がない者｣とは、中央コンサルタンツ
（株）が行った群馬県調査・測量・コンサルタント等入札参加資格申請における関連建設業者報告書
に記載がない建設業者をいう。

６　入札参加資格確認申請書(以下｢申請書｣という｡)及び入札参加資格確認資料(以下｢資料｣という｡)

(１)申請書及び資料は､令和８年７月２１日の午前９時から令和８年７月２８日の午後４時までに､ぐ
んま電子入札共同システム(以下｢電子入札システム｣という｡)により提出すること。

URL:https://portal.g-cals.e-gunma.lg.jp/portal/

(２)申請書及び資料を提出した者には電子入札システムにより入札参加資格確認通知書を交付する
が、この公告における入札参加資格を認定するものではない。

(３)電子入札システムによる提出が不可能な者は、契約担当者と協議すること。

(４)提出書類

ア　入札参加資格確認申請書(別記様式１)

イ　経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書の写し

 ウ　同種の工事の施工実績(別記様式２)

 この公告における入札参加資格を確認できる工事の施工実績１件を記載すること。

エ　監理技術者等の資格(別記様式３)

ア)この公告における入札参加資格を確認できる配置予定技術者の資格及び申請時における他工事
の従事状況等を記載すること。



イ)配置予定技術者を一人に特定できないときは、複数の候補技術者の資格及び申請時における他
工事の従事状況等を記載すること。

オ　エを補足するための資料

 カ　工事請負契約書の写し

 一般財団法人日本建設情報総合センターが行うコリンズ(工事実績情報サービス)にウ及びエに記載
 する工事を登録していないときに提出すること。

(５)配置予定技術者

ア　同一の技術者の配置を予定する他の工事を落札したときは、電子入札システムにより入札辞退
届を提出すること。

イ　他の工事を落札したことにより技術者を配置することができないにもかかわらず、入札したと
きは指名停止を行うことがある。

ウ　配置技術者を一人に特定できないときは、複数の技術者の配置を予定することができる。

(６)申請書及び資料は、提出期限日以降の差し替え及び再提出は認めない。

(７)入札参加資格の審査において疑義が生じたときは､申請書又は資料の再提出を求めることがある。

(８)申請書及び資料は返却しない。

７　入札参加資格がないと認めた理由

（１）入札参加資格がないと認められた者は、群馬県に対して入札参加資格がないと認めた理由につ
いて、次に従い、書面（別記様式４）により説明を求めることができる。

ア　提出期間　通知を行った日の翌日から起算して5日（群馬県の休日を定める条例第1条に規
　　　　　　　定する県の機関の休日を含まない。）以内

　　　　　　　午前9時から午後4時まで

　　　　　　　ただし、土曜日、日曜日、祝祭日及び正午から午後1時までの時間を除く。

イ　提出場所　群馬県前橋土木事務所総務係

（２）説明を求められたときは、申し立て受付最終日の翌日から起算して5日（群馬県の休日を定める
条例第1条に規定する県の機関の休日を含まない。）以内に説明を求めた者に対して書面（別記様式
５）により回答する。

８　別冊図面、仕様書以外の詳細図面、仕様書(金額抜き設計書)及び現場説明書(以下｢設計図書等｣とい
う｡)

(１)設計図書等は、令和８年７月２１日（火）から令和８年８月１８日（火）まで電子入札システム
により閲覧できる。

(２)設計図書等に係る質問は、令和８年７月２１日（火）から令和８年７月２８日（火）までの午前
９時から午後４時までに群馬県前橋土木事務所総務係に別記様式６(以下｢質問・回答書｣という｡)を持
参またはFAX送信により提出すること。ただし、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午から午後１
時までを除く。

(３)設計図書等に係る質問があったときは、令和８年８月３日（月）までに質問・回答書により回答
する。

(４)設計図書等に係る質問の回答は、令和８年７月２１日（火）から令和８年８月１８日（火）まで
電子入札システムにより閲覧できる。

９　現場説明会

行わない。

10　総合評価落札方式に関する資料（以下「評価項目算定資料」という。）

(１)評価項目算定資料は、別紙｢総合評価点算定基準(超簡易型（土木関係）)｣により作成すること。



(２)評価項目算定資料は、令和８年７月２１日（火）から令和８年７月２８日（火）までの午前９時
から午後４時までに必要事項を記載した様式第４－４号から１４号及び確認資料をPDF形式ファイルに
したもの（拡張子を除いたファイル名称は全角１６字程度とし、必ず法人名称を明記）を申請書及び
資料に添付して電子入札システムにより提出すること。なお、配置予定技術者を複数名とした場合、
様式１０号及び１１号は配置予定技術者ごとに作成すること。また、電子入札システムによる提出が
不可能な者は、契約担当者と協議すること。

(３)評価項目算定資料は、提出期限日以降の差し替え及び再提出は認めない。

(４)評価項目算定資料の審査において疑義が生じたときは、評価項目算定資料の再提出を求めること
がある。

(５)評価項目算定資料は返却しない。

11　入札方法等

(１)この入札は、電子入札システムにより行う。

(２)入札金額の記載

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

(３)入札書の引き換え又は変更は認めない。

(４)入札執行回数は原則として２回までとする。

12　入札手続等

(１)入札開始日時

令和８年８月１０日（月）　午前９時

(２)入札書及び工事費内訳書提出締切日時

令和８年８月１８日（火）　午後４時

(３)工事費内訳書開封予定日時

令和８年８月１８日（火）　午後４時０１分

(４)開札予定日時

令和８年８月１９日（水）　午前９時３０分

(５)この入札は、電子入札システムにより行う。

13　入札保証金

免除

14　契約保証

請負金額の１００分の１０以上の次の担保を提供又は契約保証金を納付すること。

（１）金銭保証人（金融機関又は保証事業会社の保証）

（２）履行保証保険

（３）公共工事履行保証証券による保証（付保割合１０％以上）

（４）利付国債もしくは地方債

15　工事費内訳書

(１)入札参加者は、第１回目の入札に際し、自己の見積金額にかかわらず工事費内訳書を提出するこ
と。



(２)入札参加者は、契約担当者が電子入札システムに添付した｢工事費内訳書の作成例及び工事費内訳
書の提出における留意点について｣を確認のうえ、同システムに併せて添付した工事費内訳書の所要欄
に入力し、契約担当者が指定する日時までにエクセルファイルにより提出すること｡なお、拡張子を除
いたファイル名称は全角１６文字程度とし、ファイル名称及び紙面に必ず法人名称を明記すること。

(３)工事費内訳書における工事価格は入札金額と一致すること。

(４)工事費内訳書は返却しない。

16　開札

(１)開札は入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。

(２)入札者又はその代理人から要求があったときは、立ち会いを認める。

17　入札の無効

(１)入札参加資格がない者が行った入札

(２)入札に係る不正行為を行った者による入札

(３)虚偽の申請書又は資料を提出した者が行った入札

(４)同一の者が行った複数の入札

(５)ＩＣカードの不正使用により行った入札

(６)工事費内訳書を提出しない者が行った入札

(７)工事費内訳書における工事価格と入札金額が一致しないとき

(８)落札候補者が開札から落札決定までの間に指名停止となったとき

(９)その他入札に関する条件に違反したとき

(10)無効の入札を行った者を落札者としていたときは、落札決定を取り消す。

18　総合評価に関する事項

(１)総合評価点とは、価格点と価格以外の評価点を総合した評価点をいう。

(２)価格点とは、入札価格に基づいて算定した評価点をいう。

(３)価格以外の評価点とは、施工能力等から算定した評価点をいう。

(４)次に掲げる要件をすべて満たす者は､総合評価点算定基準(超簡易型（土木関係）)により配点す
る。

ア　評価項目算定資料を提出した者であること。

イ　入札書が無効でないこと。

ウ　入札書記載金額が予定価格の制限の範囲内の者であること｡(失格になった者を除く｡)

　(５)評価項目算定資料は公表しない。

 19　一抜け方式の採用

 本工事は同種工事に係る入札で同時発注を行うことから、あらかじめ落札決定順位を定め、落札決

 定順位上位の工事から落札者を決定する一抜け方式を採用する。

 落札者となった者の当該落札者決定順位の次順位以降の工事の入札書は無効とする。

20　落札者の決定方法

(１)総合評価点の最も高い者を落札者とする。

(２)総合評価点の最も高い者が二者以上いるときは、価格以外の評価点がより高い者を落札者とし、
価格以外の評価点及び価格点も同値の場合には入札書記載金額のより低い者を落札者とする。さらに
入札書記載金額も同額の場合にはくじ引きにより落札者を決定する。

(３)この入札は低入札価格調査制度を適用する。

(４)総合評価点の最も高い者が調査基準価格を下回る入札をしたときは低入札価格調査(以下｢低入調
査｣という｡)を実施したうえで落札者を決定する。



(５)低入調査の対象となった者は低入調査の実施に協力すること。

(６)低入調査を受けることを拒否した者には、指名停止を行うことがある。

(７)低入調査の対象となった者が、この工事を施工する能力がないと認められるとき又はその者と契
約することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあり、著しく不適正であると認められるときは､落札者
としない。

(８)低入調査の対象となった者を落札者としないときは、総合評価点の次順位以降の者について低入
調査の実施又は予定価格の制限の範囲内の入札であることを確認したうえで落札者を決定する。

(９)この入札は失格基準価格を設ける。失格基準価格を下回る入札をした者は失格とする。

(10)落札者を決定したときは、電子入札システムにより通知する。

(11)この入札の審査結果は、電子入札システムにより公表する。

21　工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知

　落札者（随意契約の場合にあっては、契約の相手方）は、建設業法（昭和24年法律第100号）第20条
の2第2項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認め
る時は、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約の相手方の決定）から請け負い契約を締結する
までに、契約担当者に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報と併せて通知するこ
と（別記様式７）。

22　工事請負契約書

建設工事請負契約書(群馬県建設工事の入札・契約関係書類に関する要領)により作成すること。

23　請負代金内訳書

　法定福利費額等を記載した請負代金内訳書を契約から１０日以内に契約書と同部数提出すること。
なお、作成にあたっては別添「請負代金内訳書の提出における留意点」を参照すること。

24　支払条件

(１)前払金

請負代金の40％以内

(２)中間前払金

１回

(３)部分払の回数

３回以内（請負代金が1,000万円を超えるもの）

中間前金払の支払を受けた場合は、この回数を１回減じる。

(４)支払条件の詳細は、県発注工事に係る中間前金払制度に関する取扱いによる。

25　火災保険を付することの要否

　否

26　この工事に密接な関連がある他の工事

　この工事の落札者と随意契約を締結する予定なし

27　審査請求

(１)入札参加資格の申請を行った者のうち、契約担当者から入札参加資格がないと認められた者は、
群馬県知事に対して審査請求を行うことができる。

(２)審査請求先は、群馬県前橋土木事務所総務係とする。

28 建設工事に関する諸規程

建設工事に関する諸規程は、「群馬県県土整備部基準通知システム」等で最新版を閲覧できる。



【主なページ】(☆各ページの更新状況についての問い合わせは当該ページを管理する所属に対して行
うこと。)
群馬県県土整備部基準通知システム（新）
【アドレスは、県土整備部建設企画課技術調査係へお問い合わせください。】
群馬県法規集
ＵＲＬ：https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/?jctcd=8A7FE9A39A
ぐんま電子納品システムポータルサイト
ＵＲＬ：https://moon.calsasp.jp/portal/gunma/
群馬県県土整備部契約検査課
ＵＲＬ：https://www.pref.gunma.jp/soshiki/165/

【各種規程等問合せ先】
群馬県建設工事執行規程：群馬県県土整備部契約検査課
技術基準、積算基準：群馬県県土整備部建設企画課
群馬県財務規則：群馬県会計局会計管理課

29 労務費ダンピング調査

　　対象

30 その他

(１)入札参加者は群馬県競争入札心得を遵守すること。

(２)虚偽の申請書及び資料を提出した者には、指名停止を行うことがある。

(３)契約担当者は、落札者が監理技術者等を適正に配置しないときは契約を締結しないことがある。

(４)電子入札システムにおける添付ファイルの容量は１申請あたり３メガバイトが上限となるので、
ＰＤＦ化する際にはファイルの容量に注意すること。

(５)課税（免税）事業者届出書について
　　契約を締結するにあたり、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の課税／免税を
　確認する必要があるため、落札した場合は速やかに課税（免税）事業者届出書を提出すること。
　　ただし、令和８年４月１日以降に当所に対して提出済みの届出書記載の課税（非課税）期間内に
　契約を締結する場合は、新たな提出は不要。

(６)この説明書は、本件に係る手続以外の目的に使用してはならない。

(７)資料の作成及び提出に係る費用は入札参加者の負担とする。

(８)落札者は、この公告で指定した工事開始期限日以前において契約工期の始期日、契約工期の始期
日から工事完成期限日までの間において契約工期の終期日を自由に設定することができる。

(９)落札者が工事開始期限日以前において契約工期の始期日を設定したときは、工事請負契約を締結
したときから契約工期の始期日の前日までの期間における現場代理人及び監理技術者又は主任技術者
の配置を求めない。

(10)契約締結日から契約工期の始期日の前日までの現場管理は、契約担当者の責任において行うこと
とし、受注者は資材の搬入及び仮設物の設置等を行ってはならない。

 (11)この工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付けるＶＥ方式の試行工事である。

 (12)受注者は、契約締結後において設計図書に定める工事目的物の機能、性能等を低下させることな
 く請負代金額を低減することを可能とする施工方法等に係る設計図書の変更について契約担当者に提
 案することができる。

 (13)契約担当者は、提案を適正と認めたときは設計図書を変更するとともに、必要があると認めたと
 きは請負代金額の変更を行う。詳細は特記仕様書による。



別記５［新R3.10.1～］ 

 

総合評価点算定基準（超簡易型 土木関係） 

 

１ 総合評価点の算定方法 

総合評価点は、以下すべてを満たす者について、次の算式により算定する。 

①入札書が無効でない者 

②予定価格の制限の範囲内の者（失格となった者を除く。） 

 

総合評価点＝価格点＋価格以外の評価点 

 

２ 価格点の算定方法 

（１）価格点は、次の算式により算定する。 

価格点＝ ８５ ×（１－入札価格／予定価格） 

〔小数点以下第４位を四捨五入〕 

 

ただし、入札価格が低入札調査要領に定める低入札調査基準価格を下回り、失格

価格以上（失格価格が設定されている場合に限る。）であった場合、価格点は低入

札調査基準価格により算出される値と同値とする。 

 

（２）入札価格は各入札者の入札金額とし、入札価格及び予定価格は、いずれも消費税 

を含まないものにより算定する。 

 

３ 価格以外の評価点の算定方法 

価格以外の評価点は１５点満点とし、入札者が提出した評価項目算定資料（添付書

類を含む。）について、次の評価点算定基準に基づき算定した評価点の合計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



超簡易型総合評価落札方式（土木関係）評価点算定基準 

【企業関係評価項目】               超簡易型－表１ 

評価項目 配点 評価基準 評価点 

① 企業工事成績評定 

入札日の属する年度の前年度から過去３年間の対象工事

に該当する、群馬県（知事部局）発注工事の種類別（土木一

式工事）工事成績評定点（特定建設工事共同企業体の構成員

としての評定点を含む。）の平均値により評価する。 

対象となる評定点がない場合は、平均値を65点とみなす。 

４．５点 80点以上 ４．５点 

 

65点を超え80点未満 

(平均値-65) 

×4.5／15点 
〔小数点以下第4位四捨五入〕  

65点以下 ０点 

②企業の施工実績 

評価対象工事を元請けとして施工した実績（特定建設工事

共同企業体の構成員としての実績を含む。）により評価する。 

評価対象工事は、｢４｣の要件による。 

※｢４｣に要件を記入する。 

１．５点 ５年以内の実績あり １．５点 

５年を超える実績あり １．０点 

実績なし ０点 

③企業の優良工事の受賞 

入札日の属する年度の前々年度及び前年度の群馬県優良

建設工事表彰の受賞（特定建設工事共同企業体の構成員とし

ての受賞を含む。）の有無により評価する。 

１．０点 知事表彰あり １．０点 

部長・所長表彰等あり ０．５点 

なし ０点 

④災害時等の地域貢献 

入札日現在における、群馬県との間で災害応急対策業務に

関する協定等の締結の有無、入札日の属する年度の前年度か

ら過去３年間（特定家畜伝染病に関する要請に基づく場合は

６年間）及び当該年度においては評価項目算定資料提出日ま

での間に、災害時の応急対策等、地方自治体が管理する社会

資本の維持管理(県外含む、国除き)に関する緊急な出動及び

特定家畜伝染病に関する県からの要請に基づく現地調査等

の準備工若しくは防疫作業に関する出動の有無により評価

する。 

県外業者については、群馬県内の自治体に対しての緊急な

出動に限る。 

０．４点 締結あり ０．４点 

締結なし 

 

０点 

０．８点 地方自治体(県外を含む、

国除き)への緊急な出動、

あるいは特定家畜伝染病

の防疫作業（準備を含む）

に関する出動あり 

０．８点 

出動なし 

 

０点 

⑤災害時の基礎的事業継続計画策定の有無 

 国土交通省関東地方整備局が認定を実施している「建設会

社における災害時の事業継続力認定」の有無により評価す

る。 

０．３点 認定あり 

 

０．３点 

認定なし 

 

０点 

⑥県内企業の下請活用 

 １件１００万円以上の県内企業との１次下請負契約の金

額が1次下請負契約の総額に占める割合により評価する。 

 

 

 

 

０．７点 下請負の 80％以上の金額

を県内企業が占める場合 

０．７点 

下請負の 50％以上 80％未

満の金額を県内企業が占

める場合 

０．４点 

上記以外 ０点 

⑦建設キャリアアップシステム活用の有無 

 当該工事において建設キャリアアップシステム活用の申

告の有無により評価する。 

０．３点 活用の申告あり 

 

０．３点 

活用の申告なし ０点 

 

       小  計  ９．５点   



※⑥において「１次下請負の契約」とは、元請負者（落札者）が他の建設業者と締結する請負契約であり、建設業法 
第２条第４項に規定する下請契約をいう。 

※⑥において「１件１００万円以上」とは、税込金額をいう。 
※⑥において県内企業とは、建設業法に基づき許可を受けた本店が群馬県内にある建設業者をいう。 
※⑥において元請負者（落札者）が県内企業であって、自社施工率が80％以上の場合の評価点は０．７点とする。 

 

【技術者関係評価項目】               超簡易型－表２ 

評価項目 配点 評価基準 評価点 

⑧配置予定技術者工事成績評定 

主任技術者又は監理技術者として携わった、入札日の属す

る年度の前年度から過去３年間の対象工事に該当する、群馬

県（知事部局）発注工事の種類別（土木一式工事）工事成績

評定点（特定建設工事共同企業体の構成員としての評定点を

含む。）の最高点により評価する。 

対象となる評定点がない場合は、最高点を65点とみなす。 

３．５点 80点以上 ３．５点 

75点以上80点未満 ２．５点 

70点以上75点未満 １．０点 

65点を超え70点未満 ０．５点 

65点以下 ０点 

⑨配置予定技術者の施工経験 

評価対象工事を主任技術者又は監理技術者として施工し

た経験により評価する。 

評価対象工事は、｢４｣の要件による。 

１．０点 ５年以内の実績あり １．０点 

５年を超える実績あり ０．５点 

経験なし ０点 

⑩配置予定技術者の所有資格 

資格の取得状況により評価する。 

１．０点 ６－１に示す資格を取得

し、かつＣＰＤの取り組み

あり 

１．０点 

６－１に示す資格を取得 ０．７点 

６－２に示す資格を取得 ０．３点 

なし ０点 

  小 計  ５．５点   

 

合 計  

 

１５．０点 

 
 

 

４ 価格以外の評価項目における評価対象工事は、次の条件に該当する工事とする。 

平成２８年４月１日から令和８年３月３１日までに、元請けとして群馬県内で施工し、完成引

き渡しが完了した国又は地方公共団体が発注した橋梁補修工事のひび割れ補修又は断面修復又は

繊維補強シートを含む橋梁（歩道橋は除く）の補修工事 

 

５ 評価項目算定資料については、次のとおり取扱うものとする。 

（１） 配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることが

できる。この場合、配置予定技術者の施工経験等について提出を求める評価項目算定資料は、

すべての配置予定技術者について提出するものとする。 

配置予定技術者の工事成績評定、施工経験及び所有資格の評価点は、最も低い評価を受けた

者をもって算定する。 

（２） 工事成績評定（企業項目①、技術者項目⑧）については、令和５年４月１日から令和８年３

月３１日までに竣工した、土木一式工事とする。 

        なお、上記の工事成績評定について、不明なものがある場合は、発注機関に確認することが

できる。 

 



（３） 企業の施工実績及び配置予定技術者の施工経験（企業項目②、技術者項目⑨）については、

原則、過去１０年間とする。 

（４） 企業の優良工事の受賞の「部長・所長表彰等」については、群馬県が執行した建設工事等の

知事表彰を除く表彰すべてを対象とする。 

（５） 災害時等の地域貢献の緊急な出動には、管内一円業務及び除雪作業によるものも含む。ただ

し、管内一円業務及び除雪作業委託は県発注に限る。特定家畜伝染病に関する県からの要請に

基づく現地調査等の準備工若しくは防疫作業に関する出動については、農業事務所長発行の証

明書の写しを添付すること。 

（６） 災害時の基礎的事業継続計画策定については、国土交通省関東地方整備局が認定を実施して

いる「建設会社における災害時の事業継続力認定」により評価する。該当する場合は認定書の

写しを添付すること。 

（７） 建設キャリアアップシステム活用については、当該工事において建設キャリアアップシステ

ムの活用の事前申告により評価する。活用の申告を行う場合は様式第１４号を添付すること。

なお、活用の申告を行いながら、実績として活用が履行されなかった際には工事成績評定によ

り減点とする。 

（８） 配置予定技術者の所有資格において、評価の対象となるＣＰＤは以下のものとする。 

・（社）全国土木施工管理技士会 

・（社）日本技術士会 

    該当する場合は、各会が発行する証明書の写しを添付すること。 

    この場合、証明書の証明日は、算定資料提出日より３ヶ月以内のものを有効とし、証明する

期間は証明日から過去１年間とする。 

 

６－１ 

ア １級土木施工管理技士 

イ １級建設機械施工技士 

ウ 技術士（以下の技術部門／選択科目のもの） 

技術部門 選択科目 

建設 特になし 

農業 農業土木 

森林 森林土木 

総合技術監理 建設 

農業－農業土木 

森林－森林土木 
 

 

６－２ 

ア ２級土木施工管理技士 

イ ２級建設機械施工技士 

 



別記様式第１号 

入札参加者 様 

 

 

                           前橋土木事務所長 

 

 

工事におけるフレックス工期による契約方式に係る提出書類について 

 

 本工事を落札したときは、下記のとおり提出をお願いします。 

 

記 

１ 課税事業者届又は免税事業者届 

  工事請負契約を締結するときに提出してください。 

 

２ 契約保証金関係書類(保証事業会社の保証書等) 

  工事請負契約を締結するときに提出してください。 

 

３ 現場代理人等指定通知書 

  契約工期の始期日までに提出してください。 

 

４ 工程表 

  契約工期の始期日までに提出してください。 

 

５ 建設業退職金共済掛金収納書 

  現地における工事着手までに提出してください。 

 

６ 施工状況報告書 

  現地における工事着手までに提出してください。 

 

７ 施工体制台帳の写し､施工体系図の写し 

  下請契約を締結したときは、現地における工事着手までに提出してください。 

 

８ コリンズへの登録 

受注時における工事実績情報について監督員の確認を受けた後に、契約工期の始期

日から 10日以内に登録機関に登録申請してください。 



別添資料 
 

前橋土木事務所 

 

電子入札による再入札等について（ご注意） 

平成 30年 10 月 22 日以降に通知する電子入札による再入札等については下記

のとおり「ぐんま電子入札共同システム運用基準」によるものとしますので、

該当の場合にはご留意ください。 

 

ぐんま電子入札共同システム運用基準（抜粋） 

１０－２ 再度入札、再々度入札または不落随契について 

落札となるべき金額を入札した者がいなかった場合には、参加団体の規定

に基づき再度入札、再々度入札または不落随契（以下「再入札等」という。）

行うことができる。 

再入札等の時間については、午前中に開札を行った案件については、

当日の午後４時から３０分の間、午後に開札を行った案件につい

ては、翌日の午前１１時３０分から３０分の間に実施することを基

準として、発注担当者が案件毎に指示するものとする。 

 

※やむを得ず、上記によらず余裕時間の短い再入札等を行う場合がありますが、

その際には入札参加者に個別に連絡しますので対応ください。 
 ただし、上記時間によらない場合でも余裕時間が基準より超過する場合には

連絡はいたしません。（例.午後入札を翌日午後に再入札等を行う場合） 

 

＊なお、対象入札辞退者及び一抜け等より入札無効な者にも連絡等しません。 

 

 

 

                  お問合せ先 

                  〒377-0433 群馬県前橋市 

上細井町２１４２－１ 

（群馬県前橋合同庁舎５階） 

                   群馬県前橋土木事務所 総務係 

TEL:027-234-4224 

FAX:027-236-7589 



（別記様式１）                                                            （用紙Ａ４） 

                           

 

                    入札参加資格確認申請書 

 

 

                                                              令和  年  月  日 

 

  群馬県前橋土木事務所長 

鈴木 修 あて 

 

                                      〒 

                                  住    所 

                                  商号又は名称 

                                  代 表 者 氏 名                        印 

 

 

 令和８年７月２１日付けで公告がありました 補助公共 道路メンテナンス事業（橋梁）上毛

大橋補修工事（その 16） に係る入札参加資格について、下記の書類を添えて申請します。 

 なお、提出した書類の内容は事実と相違ないことを誓約します。 

 

 

記 

 

１ 経営規模等評価結果通知書 総合評定値通知書の写し 

 

２  同種の工事の施工実績(別記様式２) 

 

３ 監理技術者等の資格・工事経験(別記様式３) 

 

４ ２及び３を補足するための資料 

 

 

 



（別記様式３）                              （用紙Ａ４） 

監理技術者等の資格 

                                                          会社名： 

 

 配置予定技術者の 

 従事役職・氏名 

 

○○○○技術者 ○○○○ 

 

 

  最 終 学 歴 

 

○○大学土木工学科□□年卒業 

 

  法令等による免許 

 

 

 

 

 

一級土木施工管理技士（取得年）：平成○年 

一級土木施工管理技士（交付番号）：○○○○○○号 

監理技術者資格（取得年月日）：平成○年○月○日 

監理技術者資格（交付番号）：第○○○○○○○○○○○号 

監理技術者講習修了証の交付年月日：平成○年○月○日 

 

  同種工事の条件 

 

公告の条件を記載すること。 

 

 

 

 

同 

種 

工 

事 

経 

験 

の 

概 

要 

 

 

 

 

工 事 名 

 

 

 

発 注 機 関 名 

 

 

 

施 工 場 所 

 

（都道府県名・市町村名・地先名） 

 

契 約 金 額 

 

 

 

工 期 

 

令和  年  月  日～令和  年  月  日 ○か月 

 

従 事 役 職 

 

監理技術者 

 

工 事 内 容 

 

入札参加資格が判断できる項目について、必要最小限に記すこと。 

 

施 工 条 件 等 

 

 

 

雇用の状況 

 

申請日前３か月以上の雇用継続の有無  有・無 

 

確認資料（該当するものに○を記すこと。） 

 

ＪＣＩＳ検索システムにおける 

 

技術者に関する情報 

 

 

同種工事に係る工事請負契約書の写し 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

申請 

時 

にお

ける 

他工

事 

の 

従事 

状況 

 

 

工 事 名 

 

 

 

発 注 機 関 名 

 

 

 

施 工 場 所 

 

（都道府県名・市町村名・地先名） 

 

工 期 

 

令和  年  月  日～令和  年  月  日 ○か月 

 

 

従 事 役 職 

 

 

監理技術者・主任技術者・現場代理人 

 

該当する職名に○をつけること。 

 

落札後の配置予定技

術者の対応措置 

 

 

 

この工事を落札したときは、この工事に従事することが可能であることを記す

こと。 

 

 

  



（別記様式４）                                                                 （用紙Ａ４） 

                           

 

 

                    入札参加資格確認申請書 

                     についての説明申込書 

 

 

                                                     令和  年  月  日 

 

 

  群馬県前橋土木事務所長 

鈴木 修 あて 

 

 

 

                             住    所 

                             商号又は名称 

                             代 表 者 氏 名                           印 

 

 

 令和８年７月２１日付けで公告がありました 補助公共 道路メンテナンス事業（橋梁）上毛

大橋補修工事（その 16） に係る入札参加資格の確認において入札参加資格がない旨の通知を受け

ましたが、入札参加資格がない理由について説明を求めたいので下記の書類を添えて申し込みます。 

 なお、添付書類は事実と相違ないことを誓約します。 

 

                                記 

 添付資料 

 

１ 入札参加資格確認通知書の写 

 

２ 入札参加資格があるとする理由及び証拠書類 

 

 

 

 

 

 



（別記様式５）                                                                  （用紙Ａ４） 

                            

 

                    入札参加資格再確認通知書 

 

                                                      令和  年  月  日 

 

   

  商号又は名称 

  代 表 者 氏 名  様 

 

                                          群馬県前橋土木事務所長  鈴木 修 

 

 令和  年  月  日付けで申し込みがあった 補助公共 道路メンテナンス事業（橋梁）上毛

大橋補修工事（その 16） に係る入札参加資格について、下記のとおり確認したので通知いたしま

す。 

 

記 

 

  令和  年  月  日付けで通知した入札参加資格確認を取り消し、当該工事に係る入札参加資格

があると認めます。 

 

 

 次の理由により、入札参加資格は認められません。 

 

  理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注） 「記」以下については、いずれか一方を選択して記載すること。 



（別記様式６）                                                                  （用紙Ａ４） 

                          

 

                               質問・回答書 

           

                                                     令和  年  月  日 

 

  群馬県前橋土木事務所長 

鈴木 修 あて 

 

 

                           住    所 

                                 商号又は名称 

                                       代 表 者 氏 名                        印 

 

 私は、令和８年７月２１日付けで公告がありました 補助公共 道路メンテナンス事業（橋

梁）上毛大橋補修工事（その 16） について、下記のとおり質問がありますので回答してくださ

い。 

 

記 

 

質問事項（複数の質問事項がある場合は、適宜別紙を使用のこと。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答（質問事項に応じて、適宜別紙を使用のこと。） 

          回答日令和 年 月 日、  担当者名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



別記様式７ 

 

工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知書 

令和○年○月○日 

 

 群馬県○○事務所長 ○○○○ 様 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者 ○○○○              

 

  下記のとおり、建設業法第２０条の２第２項に基づき、発生するおそれがあると認める工期又

は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報を通知します。 

 

記 

 

工事名： 

 

□ 主要な資機材の供給の不足若しくは遅延又は資機材の価格の高騰 
          （建設業法施行規則第１３条の１４第２項第１号） 

・発生するおそれのある事象(※)：（例）国際的な石炭価格上昇に伴うコンクリート価格の高騰 

  ・上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先：（例）報道等の URL を記載又はファイルを添

付 

 

□ 特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格の高騰 
         （建設業法施行規則第１３条の１４第２項第２号） 

・発生するおそれのある事象(※)：（例）○○地震の復旧工事の本格化による交通誘導員の不足 

・上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先：（例）報道等の URL を記載又はファイルを添

付 

 

その他連絡事項（空欄可）（自由記述：上記のほか工期等に影響を与えることが想定される情報等） 

 

(※) 天災その他自然的又は人為的な事象により生じる発注者と受注者の双方の責めに帰するこ

とができないものを記載 

 

注 １ 本通知書については、建設業法施行規則第１３条の１４第２項に規定する事象が発生するお

それがあると認めるときに提出するものであり、当該事象の発生するおそれが認められない場

合は、提出を求めるものではない。 

  ２ 本通知書を提出する場合は、契約の相手方の決定から契約締結までに提出するものとする。 

  ３ 「上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先」欄においては、受注予定者の通常の事

業活動において把握でき、メディア記事、資材業者の記者発表又は公的主体や業界団体などに

より作成・更新された一定の客観性を有する統計資料等に裏付けられた情報を用いること。

（一の資材業者の口頭のみによる情報など、真偽を確認することが困難である情報は除かれる

ことに留意すること。） 

４ 本通知書により通知した事象が契約締結後に顕在化した場合は、建設業法第２０条の２第３

項により、請負契約の変更についての協議を受注者から発注者に対して申し出ることができる



が、当該協議については、本件工事の請負契約の規定等（スライド条項の運用基準等を含

む。）に基づき対応を行うものであることに留意すること。 

５ 本通知書を提出していない場合であっても、本件工事の請負契約の規定に基づき、請負契約

の変更について発注者に対して受注者から協議を申し出ることができる。 

       

 

 


